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平成29年度（2017年度）第2四半期決算および平成29年度通期業績見通し

決算補足説明資料
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＜連結業績＞

売上高：375億52百万円（前年同期比77億18百万円増 25.9％増）

営業利益：7億46百万円（前年同期比2億21百万円増 42.3％増）

経常利益：10億5百万円（前年同期比2億46百万円増 32.6％増）

親会社株主に帰属する四半期純利益：6億21百万円（前年同期比1億46百万円増 30.8％増）

経常利益および親会社株主に帰属する四半期純利益は、営業利益の増加を主要因に増加しまし
た。

なお、増収は3期ぶり（平成26年度第2四半期以来）、営業利益・経常利益の増益は3期連続、親会
社株主に帰属する四半期純利益の増益は5期連続となり、過去最高益となりました。
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＜セグメント別の売上高増減額＞

樹脂・エレクトロニクス： 62億47百万円

空調設備工事： 10億75百万円

化学品： 6億40百万円

住宅設備機器： 4億75百万円

情報システム： ▲66百万円

エネルギー： ▲83百万円

※増減額の大きい順に記載
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＜セグメント別の売上高構成比＞

樹脂・エレクトロニクス関連事業において、本年6月に子会社化したFujitsu Computer Products of 
Vietnam, Inc.（FCV社）の業績を取り込んだことを主要因に全体の構成比が変動しました。
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＜セグメント別の営業利益増減額＞

情報システム： 2億34百万円

空調設備工事： 1億94百万円

住宅設備機器： 29百万円

化学品： ▲1百万円

エネルギー： ▲12百万円

樹脂・エレクトロニクス： ▲1億25百万円

※増減額の大きい順に記載
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＜セグメント別の営業利益構成比＞

空調設備工事関連事業における完工物件の増加ならびに情報システム関連事業におけるシステ
ム開発案件の安定的な確保を主要因に全体の構成比が変動しました。

なお、住宅設備機器関連事業については、物件の完工が第4四半期に集中する傾向があることか
ら例年と同様に第2四半期の営業利益はマイナスとなりました。

＜セグメント別の状況＞

※営業利益の大きいセグメント順に記載。売上高についての記述は赤字、営業利益は青字。

〔化学品〕 増収減益

国内における化成品販売については、顧客の生産ラインの稼働率が堅調であったことから、売上
高は増加しました。

医薬品向け原薬製造については、富山八尾工場での連続生産を推進するとともに、新規開発品
目の販売が進んだものの、製剤メーカー各社における安定供給に向けた既存製品の在庫積み増し
沈静化の影響があったことから、売上高は減少しました。

機能性素材・触媒等の受託製造については、化成品との複合提案等が奏功し新規ビジネスを獲得
できたことから、売上高は増加しました。

ベトナムにおける化成品販売については、北部の既存顧客への販売が好調であったことに加えて
、南部での新規顧客の開拓も順調に進展したことから、売上高は増加しました。

以上により、全体の売上高は前年同期比4.5％増の150億21百万円となりました。営業利益は、上
記のとおり国内での化成品販売、機能性素材・触媒等の受託製造およびベトナムでの化成品販売
は堅調であったものの、医薬品向け原薬における新規品目の開発スピードアップを目的としたバリデ
ーションの前倒しにより一時的に原価が増加したことから、前年同期比0.2％減の6億44万円となりま
した。
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〔空調設備工事〕 増収増益

受注高は、首都圏において駅前再開発や東京オリンピック・パラリンピックに向けた大型新築工事
の受注ができたものの、前年同期に北陸地区での大型新築工事があったことから前年同期比4.5％
減の56億19百万円となりました。

売上高は、首都圏・北陸地区ともにオフィスビルや病院等の大型新築工事の売上計上が寄与した
ことから前年同期比26.0％増の52億4百万円、営業利益は前年同期比69.1％増の4億76百万円とな
りました。

〔情報システム〕 減収増益

受注高は、当社オリジナルソリューションである「POWER EGG®」の金融機関向け受注が好調であ
ったものの、前年同期における電子デバイス部品需要増の反動があったことから前年同期比8.3％
減の27億80百万円となりました。

売上高は、受注高と同様の理由により前年同期比2.4％減の26億75百万円となりました。一方、営
業利益は「POWER EGG®」の販売が好調であったことに加えて、システム開発案件の安定的な確保
による売上総利益率改善に努めたことから前年同期比2,624.9％増の2億43百万円となりました。

〔樹脂・エレクトロニクス〕 増収減益

売上高は、車載向け樹脂成形品の量産が順調に推移したことに加えて、電子部品の販売も伸長し
たことから増加しました。さらに、プリント基板の製造およびプリント基板ユニットの組立を行うFujitsu 
Computer Products of Vietnam, Inc.を第1四半期連結会計期間に連結子会社化したことから、前年
同期比227.8％増の89億91百万円となりました。一方で、当該事業における需要増による遊休設備
再稼働に向けた修繕費が発生したことに加えて、原材料価格の上昇が影響したことから、営業利益
は前年同期比52.1％減の1億15百万円となりました。

〔エネルギー〕 減収減益

産業用燃料については、原油価格の上昇を受けて販売価格は前年同期に比べ高水準に推移した
ものの、販売数量は末端市場での競争激化により主力のＡ重油・ＬＳＡ重油を中心に低迷を余儀なく
されました。

民生用ＬＰガスについては、販売価格は堅調に推移し、販売数量も主力の集合住宅向けは順調に
増加したものの、業務用・卸向けの需要減退により全体数量は減少しました。

以上により、全体の売上高は前年同期比3.4％減の23億67百万円、営業利益は昨年10月に本稼
働した新社内ガスシステムに係る減価償却費の増加ならびに人員増に伴う人件費の増加等により、
前年同期比13.1％減の81百万円となりました。

〔住宅設備機器〕 増収増益

受注高は、首都圏においてホテル・老健施設・病院等の非住宅物件の受注が増加したものの、前
年同期は首都圏において集合住宅向けキッチンでの大型物件の受注が複数あったことに加えて、
北陸地区において大型新築物件の受注があったことから、前年同期比10.2％減の58億60百万円と
なりました。

売上高は、当第2四半期連結累計期間に寄与する完工物件が増加したことから前年同期比13.7％
増の39億43百万円となりました。営業損益は、1億55百万円の営業損失となり、前年同期に比べ損
失額が減少しました。（前年同期の営業損失は1億85百万円）。
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＜連結財政状態＞

総資産は703億15百万円となり、前期と比較して120億99百万円増加しました。流動資産は受取手
形及び売掛金21億66百万円の増加、完成工事未収入金12億80百万円の増加、仕掛品29億1百万
円の増加を主要因に85億55百万円増加し、390億25百万円となりました。固定資産は、有形固定資
産23億86百万円の増加、投資有価証券11億32百万円の増加を主要因に35億43百万円増加し、
312億89百万円となりました。

負債は386億56百万円となり、前期と比較して95億31百万円増加しました。流動負債は、支払手形
及び買掛金21億38百万円の増加、短期借入金30億63百万円の増加を主要因に87億51百万円増
加し、336億20百万円となりました。固定負債は、長期未払金3億38百万円の増加、退職給付に係る
負債2億94百万円の増加を主要因に7億79百万円増加し、50億35百万円となりました。

純資産は316億59百万円となり、前期と比較して25億67百万円増加しました。株主資本は3億72百
万円増加し、246億95百万円となりました。その他の包括利益累計額は6億19百万円増加し、39億32
百万円となりました。また、非支配株主持分は15億75百万円増加し、30億31百万円となりました。

これらの結果、自己資本比率は前年同期の47.5％から6.8ポイント下がり40.7％となりました。
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＜連結キャッシュ・フロー＞

営業キャッシュ・フローは2億16百万円の収入となりました。主なプラス要因は、税金等調整前四半
期純利益9億57百万円、減価償却費8億15百万円、仕入債務の増加額12億73百万円です。一方、
主なマイナス要因は、売上債権の増加額15億94百万円、たな卸資産の増加額26億90百万円です。

投資キャッシュ・フローは、20億65百万円の支出となりました。主な要因は、有形固定資産の取得
による支出12億16百万円、子会社出資金の取得による支出5億90百万円です。

財務キャッシュ・フローは、25億円の収入となりました。主な要因は、短期借入金の純増額31億3百
万円です。

これらの結果、現金および現金同等物の平成29年度第2四半期末の残高は、前期末と比較して6
億86百万円増加し、59億9百万円となりました。

また、営業キャッシュ・フローと投資キャッシュ・フローを足したフリー・キャッシュ・フローは、18億49
百万円のマイナスとなり、43億99百万円減少しました。
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＜通期連結業績見通し＞

通期連結業績見通しについては、本年4月28日に公表した業績予想から変更はありません。

売上高：前期比156億31百万円増加、23.4％増の825億円

営業利益：前期比4億69百万円増加、20.1％増の28億円

経常利益：前期比3億3百万円増加、10.8％増の31億円

親会社株主に帰属する当期純利益：前期比2億10百万円減少、10.5％減の18億円

と増収、営業利益・経常利益増益を予想しています。

経常利益が増加する主な要因は、前期に発生した一過性の持分法投資利益がなくなるものの、営
業利益が増加するためです。

親会社株主に帰属する当期純利益が減少する主な要因は、前期に補助金収入等の特別利益の
計上があったためです。
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＜セグメント別の売上高・営業利益見通し＞

売上高は、樹脂・エレクトロニクス関連事業（＋118億76百万円）および化学品関連事業（＋25億11
百万円）における伸長を主要因に増加する見通しです。

営業利益も売上高と同様に、樹脂・エレクトロニクス関連事業（＋2億5百万円）および化学品関連
事業（＋2億2百万円）における伸長を主要因に増加する見通しです。
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＜配当方針＞

株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識し、継続的な安定配当を実施するとともに
、企業体質の強化と将来の事業拡大に備えるため、必要な内部留保を確保していくことを基本方針
としています。

なお、当社は3年スパンでの中期経営計画を策定しており、外的・内的環境の変化に応じて必要な
見直しを行っていますが、中期経営計画の進捗状況を見極めつつ、継続的な安定配当を実施する
ために、内部留保のうち配当積立金について、年間配当金総額の3倍程度の水準を一つの目標とし
て確保していきます。

これらの基本方針のもと、株主からのご意見等も総合的に検討したうえで、株主還元の拡充に努め
ていきます。

平成29年度の中間配当金は、前回予想から1株当たり1円増配の4円としました。その結果、1株当
たり年間配当金は、期末配当金4円と合わせて8円となる予定です。


